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-------------------------------------------------------------------------------------- 

育児休業等給付の申請手続きを行い 

やすくするための見直しがされています 

 

◆８月１日から事務取扱いを見直し 

厚生労働省は、令和８年８月１日から、育児

休業等給付の申請手続きを行いやすくするため、

事務取扱いを見直しています。リーフレットでは、

以下の内容が案内されています。 

 

◆出生時育児休業給付金の申請時に申告する

賃金 

申請時に申告する出生時育児休業中の賃金

について、「出生時育児休業期間を対象として

支払われた賃金」から「出生時育児休業期間中

に支払日のある賃金」へと見直されています。 

 

◆出生後休業支援給付金の配偶者の確認書

類 

母親が申請する場合の配偶者の確認書類に

ついて、父親と同様に、「母子健康手帳の写し

（出生済証明のページ。配偶者の氏名・生年月

日が記載されたものに限る）」を提出できるよう

になっています。 

 

◆育児時短就業給付の支給要件の確認 

・同一の子について育児休業給付を受給してい

る場合、改めての母子健康手帳の写し等の

提出が不要になっています。 

・育児休業給付に係る育児休業終了後、同一の

子について初回育児時短就業を開始した場

合であって、育児休業を開始した後、育児時

短就業を開始するまでの間に賃金の支払い

がないことを賃金証明書および添付書類で確

認できれば、賃金証明書の⑨欄、⑩欄および

⑪欄（育児休業開始前の賃金支払状況）の記

載を省略することができるようになっています。 

・フレックスタイム制、変形労働時間制、シフト制

の労働時間制度の適用を受ける被保険者に

ついて、週所定労働時間の計算方法が一部

見直されています。 

 

詳細は下記案内ページでご確認ください。 

 

【参考】 

令和８年８月１日から育児休業等給付の申請手続

きを見直します

https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/0017

20846.pdf 
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座りすぎに注意！  

健康リスクを防ぐポイント 

 

◆座りすぎによる健康リスク 

目が覚めた状態で座ったり寝転んだりして行

う行動を、「座位行動」といいます。日本人の座

位時間は世界的に見てかなり長いことが報告さ

れており、厚生労働省の調査によれば、座位時

間が「８時間以上」と回答した男性は 38％、女性

は 33％となっています。 

座りすぎは、肥満、認知機能の低下、血圧の

上昇、腰の痛み、心肺機能の低下、筋肉量の減

少、メンタルヘルス不調などと関連していること

が、多くの研究で明らかになっています。 

 

◆座りすぎを防ぐ・座りっぱなしを防ぐ 

１日の総座位時間が長いほど病気や死亡の

リスクが高まる可能性あるので、できるだけ座る

時間を短くするように工夫しましょう。 

例えば、短い打合せであれば立ったまま行う、

立っても座っても作業ができる昇降型デスクを利

用する、などです。また、30 分ごとに椅子から立

ち上がる、伸びをするなどして、少しでも身体を

動かすようにします。 

 

◆スポーツエールカンパニー認定取得の検討

も！ 

スポーツ庁では、社員の健康増進のためにス

ポーツの実施に向けた積極的な取組みを行って

いる会社を「スポーツエールカンパニー」として認

定しています。スポーツ競技に限らず、例えば、

朝や昼休みなどに体操・ストレッチをするなどの

運動機会の提供や、階段の利用や徒歩・自転

車通勤の奨励、スタンディングミーティングの実

施などの取組みも対象となります。 

認定されれば広く社内外に PR できるようにな

り、ハローワークの求人票等に PR ロゴマークを

表示することもできます。 

 

 

 

 

 

【参考】 

厚生労働科学研究班リーフレット： 

https://mhlw-

grants.niph.go.jp/system/files/report_pdf/202408

004B-sogo14.pdf 

 

スポーツ庁ホームページ： 

https://www.mext.go.jp/sports/b_menu/sports/m

catetop05/list/1399048.htm 

 

 

社会保険適用拡大に伴う、 

新たな支援制度が設けられます 

 

◆短時間労働者への社会保険適用が広がりま

す 

パート・アルバイトなどの短時間労働者につい

ては、これまで段階的に社会保険の加入対象が

拡大されてきました。今後も順次適用範囲は広

がる予定であり、企業においては対象となる従

業員の確認や、働き方についての検討がより重

要になります。 

社会保険に加入すると、従業員は将来の年

金額の増加や保障の充実といったメリットを受け

られる一方で、健康保険料・厚生年金保険料の

本人負担が発生します。そのため、手取り収入

の減少を避けるために勤務時間を調整する「就

業調整」が課題となっています。 

 

◆保険料負担を軽減する制度が始まります 

こうした背景から、短時間労働者の社会保険

加入を後押しするため、2026 年 10 月より一定

の要件を満たす事業所を対象に「保険料調整制

度」が設けられます。 

この制度では、制度の利用開始から通算３年

間、事業主が一時的に追加負担することで、対

象従業員の社会保険料を軽減します。事業主

が追加負担した分は、一定期間経過後に支払う

保険料から全額控除され、最終的に事業主が

納付する保険料は増えません。 
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◆企業が今から準備しておきたいこと 

社会保険適用拡大への対応では、対象となる

従業員の把握に加え、給与額や勤務時間の確

認、従業員への説明も重要になります。資格取

得等の手続きを漏れなく行う必要も生じます。 

短時間労働者が多い企業では、「どの従業員

が対象になるのか」「加入後の給与や手取り額

はどう変わるのか」といった点について、早めに

整理しておくことが大切です。 

 

【参考】 

保険料調整制度のご案内｜日本年金機構 

https://www.nenkin.go.jp/tokusetsu/hokenryocho

sei.html 

 

社会保険料負担を支援する制度 

https://www.nenkin.go.jp/tokusetsu/santei.files/t

irashi_tyouseiseido.pdf 

 

 

 

９月の税務と労務の手続提出期限 

［提出先・納付先］ 

 

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納

付［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前

月以降に採用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

 

30 日 

○ 個人事業税の納付＜第１期分＞［郵便局ま

たは銀行］ 

○ 個人の道府県民税・市町村民税の納付＜

第２期分＞［郵便局または銀行］ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀

行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金

事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用

状況報告書の提出 

［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保

険者でない場合）＜雇入れ・離職の翌月末

日＞ 

［公共職業安定所］ 

 

 

 


